
京都府住宅審議会 答申の概要
「今後10年の住宅政策のあり方」「今後10年の住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進のあり方」

◆令和2年7月16日付け
「今後10年の住宅政策のあり方について」・「今後10年の住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進のあり方について」

共生の京都府の実現

子育て支援

高齢化対応

住宅セーフティネット

新たな価値の創造

地域の文化の継承・発展

良好なストックの形成

環境にやさしい、安心・安全

脱炭素社会への対応

頻発・激甚化する災害への備え

新型コロナウィルス感染症の
影響

住まい・住環境への関心の高まり

働き方改革の進展、新たな住まい
方の拡大

政策の方向性と施策の推進政策の方向性と施策の推進

「共生の京都府」の実現

子育てに優しい社会を支える住まいづくり・住環境整備

高齢者をはじめ全ての世代が暮らしやすい住まいづくり・住環境整備

重層的な住宅セーフティネットにより全ての人が安心して暮らせる住生
活の実現

●共同住宅の共用部分や空き家を活用

した子育て支援

●新婚世帯や未婚者、これから子育てす

る世帯への取り組み

●高齢者同士や高齢者と若者が支えあう

仕組みづくり

●福祉との連携による高齢者のニーズへ

の対応

●新しい技術の活用

●地域での取組強化

●民間事業者やNPO団体との連携促進

重点取組

子育てしやすい住宅の普及促進
安心して子どもを産み育てることができる住環境の整備

・令和3年度末に京都府住生活基本計画の改定（計画期間：令和3年度から令和12年度）
・さらに「人とコミュニティを大切にする共生の京都府」の実現に向け、京都府賃貸住宅供給促進計画を策定。
京都府住生活基本計画とあわせて住宅確保要配慮者等に対する柔軟で重層的な住宅セーフティネットの構築を促進

検討経過

◆住宅審議会（本会） ：第18回 令和2年7月16日、第19回 令和3年3月26日、第20回 令和3年8月23日、第21回 令和3年11月5日
◆基本政策部会 ：第1回 令和2年10月2日、第2回 令和2年11月4日、第3回 令和2年12月4日、第4回 令和2年12月25日、第5回 令和3年2月1日、

第6回 令和3年2月26日、第7回 令和3年4月19日、第8回 令和3年5月10日
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答申の実現に向けて

働き方改革の進展、
多様な住まい方の広が
りなど多様化する住生活
ニーズへの対応

住宅ストックを社会的
資産としても活用し
地域活力創出に繋げる

住宅政策への期待住宅政策への期待

・人生100年時代、ライフコースの選択性
の拡大
・少子高齢化の更なる進展
・文化、地域特性を活かしたまちづくり
・空き家増等地域で異なる状況
・脱炭素社会、SDGSの実現
・災害の頻発化・激甚化
・新型コロナウィルス感染症の影響
・働き方改革の進展、多様な住まい方の
広がり
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住生活をとりまく状況

基本的な方針

高齢になっても住み慣れたコミュニティの中で自立して暮らせる
住環境の形成
高齢になっても安心して暮らせる住宅の普及促進

住宅セーフティネット制度の実効性ある運用
民間賃貸住宅ストックの活用
公営住宅等による支援

「新たな価値の創造」の実現

地域の文化・特性の継承・発展

良好な住宅ストックの形成・維持・継承

●移住促進と市町村との連携

●多様な世代がつながり交流するコミュ

ニティミックスの推進

●建物の価値が適正に評価される制度

の普及

●管理不全空き家発生防止に向けた所

有者への啓発

●府営住宅での空き家の活用

重点取組

良好なストックの形成と流通
空き家の発生防止に向けた取り組み
空き家の有効活用
新型コロナウィルス感染症の拡大や働き方改革を契機とした空き家
の有効活用
マンション対策

豊かな住生活の実現、魅力ある京都・地域の活力創出

「環境にやさしい、安心・安全」の実現

脱炭素社会を見据えた環境・エネルギー問題への対応

頻発・激甚化する災害への備え

●新築・改修を問わず長寿命化、府内産

木材利用促進

●公営住宅でも積極的な取組

●ZEHの普及、再生可能エネルギーの導

入・活用

●災害危険性の高い地域で開発等抑制

●関係団体との連携促進、平時から災害

時に備えた取組

重点取組

新型コロナウィルス感染症の拡大を契機とした住宅性能向上の視点

防災・減災への取り組み
災害発生時における被災者の住まいに対する取り組み
被災地の復興への取り組み

●情報が府民に的確に届くような仕組みづくり ●発信元の一元化や総合的な情報 ●年齢等に応じた住教育

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進

住宅確保要配慮者の範囲 重点取組

●法で定める者（高齢者、障害者、子育て世帯、低額所得者等）

●省令で定める者（外国人、DV被害者、犯罪被害者、更正保護対象者等）

●京都府が規定する者（新婚世帯、UIJターン、妊娠している者がいる世帯等）

●公営住宅、公的賃貸住宅、民間賃貸住宅から

なる柔軟で重層的なセーフティネットを構築

●福祉と連携した公営住宅整備、見守りサポート

等の活用

●SN登録住宅、専用住宅の普及促進

●行政（住宅部局・福祉部局）、不動産関係団体、居住支援（福祉）団体、高齢者等入居サポーター、居住支援法人等

と連携し施策を推進
推進体制

住まいの多様な情報が身近にある環境


